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過去の答申（国際課税）

【国際課税】（令和３年度答申 P.77）

○ 国際課税に関する最新の OECD 案は、世界全体の税収の増額の試算は示されてい
るものの、我が国の税収への影響については、未確定な部分が多い

○ 2023 年からの新たな国際課税の実施を見据え、税収の適切な地方への配分に向
けて議論を重ねていく必要がある

【地方への税収の帰属】（令和元年度答申 P.28）

○ 地方税の応益原則に照らしても、デジタル企業の事業活動が主にインターネッ
ト上（サイバー空間）で行われるとはいえ、いずれかの地域（フィジカル空間）に
おける営業活動やデジタルプラットフォーム等の利用行為を通じて付加価値が創出
されることに鑑みれば、デジタル企業の受益を一概に否定するべきではない。

○ さらには、地方自治体がITリテラシー教育、プログラミング教育、STEAM教育
などを通じて育成する地域の人材や人的ネットワークが、5Gの普及や「Society 
5.0」の実現など、地域のデジタル化の土台にあることは間違いない。

○ 地方法人課税をデジタル課税に対応させるには、無形資産を基盤とするデジタ
ル企業の収益について、各地方自治体からの受益の程度や収益への寄与度等を把握
することが必要となる。代替指標を用いる方法も考えられるが、まずはその実現に
向け、基本的な議論の積み重ねや実効性の検証が行われるべきである。
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今後、本国際合意の実施に向け、多国間条約の策定・批准や、国内法の改正が
必要となる。制度の詳細化に向けた国際的な議論に引き続き積極的に貢献すると
ともに、国際合意に則った法制度の整備を進める。その際、わが国企業等への過
度な負担とならないように既存制度との関係などにも配慮しつつ、国・地方の法人
課税制度を念頭に置いて検討する。

令和４年度与党税制改正大綱（国際課税）
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新たな国際課税ルールについて

注 総務省全国都道府県税務主管課長・市町村税担当課長合同会議資料（令和４年１月21日）より抜粋。
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第１の柱（市場国への新たな課税権の配分）

注注 総務省全国都道府県税務主管課長・市町村税担当課長合同会議資料（令和４年１月21日）より抜粋。
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第２の柱（グローバル・ミニマム課税）

注注 総務省全国都道府県税務主管課長・市町村税担当課長合同会議資料（令和４年１月21日）より抜粋。
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第２の柱（所得合算ルールのイメージ）

注注 総務省全国都道府県税務主管課長・市町村税担当課長合同会議資料（令和４年１月21日）より抜粋。
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国際課税を巡る各国の動き

注１ 日本貿易振興機構（ジェトロ）ホームページ「欧州委、OECD／G20で合意の最低法人税率の適用指令案を発表」（2021年12月23日）より引用。
２ 日本貿易振興機構（ジェトロ）ホームページ「米国、デジタル課税めぐり欧州5カ国と合意、USTRは発動停止中の追加関税措置の終了発表」（2021年10月

22日）より引用。

米国 （2021年10月）

米国通商代表部（USTR）は10月21日、オーストリア、フランス、イタリア、スペイン、英国とのデジタル
課税問題に関する合意に基づき、これら欧州5カ国からの輸入の一部に発動する可能性のあった追加
関税措置を終了すると発表した。

（中略）米財務省が欧州5カ国と締結した合意は、OECDで議論されていた「経済のデジタル化に伴う

課税上の課題に対するコンセンサスに基づく解決策の策定に向けた作業計画」における、市場国に対
し適切に課税所得を配分するためのルールの見直し（第1の柱）が10月8日に政治的に合意（2021年10
月14日記事参照）されたことを受けたもの。（注２）

EU （2021年12月）

欧州委員会は12月22日、EU域内の多国籍企業に対する世界共通の最低法人税率に関する指令案
を発表した。

（中略）今回の指令案は、基本的にこのOECDのモデル規則に沿った内容となっている。ただし、適用
対象に関しては、OECDのモデル規則では、売上高が7億5,000万ユーロを超える多国籍企業グループ
に限定されているが、同指令案では、1つの加盟国のみに設置された売上高が7億5,000万ユーロを超
える企業グループも対象に含まれる。これは、EUの基本原則である移動の自由、特に他の加盟国での
自由な事業活動を認める「開業の自由」との整合性を保つためだ。EUでは、企業が設立地である加盟

国以外の加盟国で子会社などを設置する自由が認められており、このような子会社などの設置を阻害
する規制が禁止されている。（注１）
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国の施策及び予算に対する東京都の提案要求（国際課税）

注 東京都政策企画局「令和５年度 国の施策及び予算に対する東京都の提案要求」（令和４年６月）より抜粋。

国際課税制度の見直しに伴う税収については、以下の理由から、地方分が含まれると考
えるべきである。

○ 第１の柱において、配分基準とされる「売上」は、国及び地方自治体が整備する社会イ
ンフラを基盤として成り立っていること

○ 現在法人二税を課されている法人が、第１の柱の適用を受けることとなった場合、利益
の一部が市場国に配分され、個々の地方自治体の減収が見込まれることから、一方的な
減収とならないよう、我が国における増収分について適切に取り扱うべきこと

○ 第２の柱は、軽課税国における地方税分を含む法人実効税率と最低法人税率１５％と
の差分が課税対象となること

国際課税制度の見直しに伴う税収については、全ての地方自治体に対して適切に帰属さ
せること。
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国際課税に関する主な論点

論点１
・ 国際課税の見直しに伴う税収が地方自治体に帰属する

論拠としてはどのようなものがあるか

論点２
・ 仮に地方に税収が帰属する場合、どのような仕組みが

考えられるか
・ 地方間の配分をどのようにすべきか
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国際課税・第１の柱における利益配分の考え方

注 内閣府「第23回政府税制調査会」（令和元年６月12日）資料より抜粋。
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課税の枠組みの考え方

第１の柱

第２の柱

既存の法人税（国税）及び法人

事業税・法人住民税（地方税）の
課税ベースに上乗せ

既存の分割基準に則って配分？

新たな税制の創設

国税（新税）で課税し譲与税で配分

＊配分方法は別途検討

国税（新税）と地方税（新税）で課税

＊ネクサスのあり方について要検討

【課税の枠組み】 【地方への配分】
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地方譲与税の概要

注 総務省ホームページ「地方譲与税について」より抜粋。
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【法人事業税の外形標準課税】（令和３年度答申 P.29）

○ 景気変動の影響を受けやすく税収が不安定な所得割と比べ、付加価値割等の外形標準課税
は税収の安定化に寄与

○ 外形標準課税の適用基準については、今後も引き続き、中小法人の負担に十分に配慮しつつ、
近年の法人の事業活動形態の変化も踏まえ、法人の規模、活動実態等を的確に表すものとして、
資本金以外の指標も組み合わせること等を検討すべき

過去の答申（法人事業税の外形標準課税）
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令和４年度与党税制改正大綱（外形標準課税のあり方）

法人事業税の外形標準課税は、平成16年度に資本金１億円超の大法人を対象に導
入され、平成27、28年度税制改正において、より広く負担を分かち合い、企業の稼
ぐ力を高める法人税改革の一環として、所得割の税率引下げとあわせて、段階的に
拡大されてきた。一方で、経済社会の構造変化に伴い、外形標準課税の対象法人の
数や態様は大きく変化しており、今後、こうした原因・課題の分析を進めるととも
に、外形標準課税の適用対象法人のあり方について、地域経済・企業経営への影響
も踏まえながら引き続き慎重に検討を行う。
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対　象

課税方式

徴収猶予

特例の
取り扱い

適用期日

　資本金の額又は出資金の額が1億円超の法人(収入金額課税法人・公益法人・特別法人等を除く)

　３年以上連続して所得がない法人や創業５年以内の法人を対象とする徴収猶予制度あり

　外形標準課税の対象法人は、地方税法第72条の24の4（条例による外形課税の特例）の適用対象外

　平成16年4月1日以後に開始する事業年度分から適用

＝ 所得割 資本割付加価値割＋ ＋

所得基準 外形基準

法 人
事業税

注１ 付加価値額＝収益配分額＋単年度損益
ただし、収益配分額(＝報酬給与額＋純支払利

子＋純支払賃借料)に占める報酬給与額の割合が
70％を超える場合は、70％を限度

注２ 資本割の特例
1,000億円超5,000億円以下の部分：50％に圧縮
5,000億円超１兆円以下の部分：25％に圧縮
（資本金等の額が１兆円超の場合には１兆円とみなす）

○標準税率の改正経緯

0.48% 0.48% 0.48% 0.72% 1.2% 1.2%

0.2% 0.2% 0.20% 0.3% 0.5% 0.5%

資本割

付
加
価
値
割 所得割

7.2%

資本割

4.3%
2.9%
相当

地方法人
特別税

資本割

所得割
地方法人
特別税

2.9%
4.3%
相当

付
加
価
値
割

資本割

1%
2.6%
相当

付
加
価
値
割 所得割

地方法人
特別税

資本割

0.7%
2.9%
相当

外形標準課税の割合＝１/４ 外形標準課税の割合＝１/４ 外形標準課税の割合＝１/４ 外形標準課税の割合＝３/８

付
加
価
値
割 所得割

資本割

3.1%
2.9%
相当

地方法人
特別税

付
加
価
値
割 所得割

外形標準課税の割合＝５/８ 外形標準課税の割合＝５/８

H16.4～ H20.10～ H26.10～ H27.4～ H28.4～ R01.10～

付
加
価
値
割 所得割

特別法
人事業
税

外形標準課税の概要
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外形標準課税導入の意義

注 総務省「地方法人課税のあり方等に関する検討会（第２回）」（平成24年10月23日）資料より抜粋。
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外形標準課税創設時に資本金１億円超を対象とした背景

注 一般財団法人自治総合センター「地方分権時代にふさわしい地方税制のあり方に関する調査研究会報告書」（令和４年３月）及び「改正地方税制詳解」（平成15
年）等より作成。

■ 自治省案（Ｈ１２）・総務省案（Ｈ１３）

・全法人を対象とする。ただし、中小法人に対する特例を設ける。

・大法人より２年遅れて導入を開始する。

■ 外形標準課税制度創設（Ｈ１５税制改正）

・資本金１億円超の法人を対象とする。

・「総務省案から対象法人等が相当程度絞り込まれる形での導入とされた背景には与党の平成15年年度税制改正大綱に「現下の景

気の状況も勘案し」とされているとおり、導入にあたって、景気動向等を踏まえた判断があったものと考えられる。」

・なお、資本金１億円超を基準とした理由としては、

①法人税の軽減税率等のこれまでの税法上の取扱いを踏まえたもの

②中小企業基本法は、中小企業の範囲が業種毎に異なり、資本金の要件だけでなく従業員数の要件等の定義もあり、非常に複雑で

あることから、税法上の対象法人の範囲を定める基準にはなじまないということで、対象を考えたもの

(平成15年３月６日衆議院総務委員会における黄川田議員の質問への若松総務副大臣答弁の要旨）
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外形標準課税対象法人数（令和元年度）（確定申告ベース）

注 一般財団法人自治総合センター「地方分権時代にふさわしい地方税制のあり方に関する調査研究会報告書」（令和４年３月）より抜粋。
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外形標準課税対象法人数の推移

注 一般財団法人自治総合センター「地方分権時代にふさわしい地方税制のあり方に関する調査研究会報告書」（令和４年３月）より抜粋。
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注 資料１及び資料２は、東京商工リサーチ『「減資企業」動向調査』（2021年６月９日）より引用。

■ 近年、資本金を減資する大企業が増加している。資本金を１億円以下とすることで法人税法上は中小企業とみ

なされ、法人税率の引き下げや法人事業税の外形標準課税の免除等の税制優遇措置の対象となる。

■ 減資企業は、コロナ禍において特に売上が減少した飲食業・旅行業・その他サービス業等に多い。

【資料１】資本金１億円以下に減資した企業 産業別 （社） 【資料２】資本金１億円以下に減資した企業の損益別
（内側が20年、外側が21年）

減資企業の増加
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持株会社化の事例（イメージ）

注 一般財団法人自治総合センター「地方分権時代にふさわしい地方税制のあり方に関する調査研究会報告書」（令和４年３月）より作成。

■ 持株会社と子法人（資本金１億円以下）に再編し従業員の多くを子法人に帰属させるケース
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法人税における中小法人課税（概要）

注 一般財団法人自治総合センター「地方分権時代にふさわしい地方税制のあり方に関する調査研究会報告書」（令和４年３月）より抜粋。
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法人税の中小法人課税における中小法人の範囲

注 一般財団法人自治総合センター「地方分権時代にふさわしい地方税制のあり方に関する調査研究会報告書」（令和４年３月）より抜粋。
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中小企業基本法の基本理念

第３条 中小企業については、多様な事業の分野において特色ある事業活動を行い、多様な就業の機会を提供し、個人がその能力を

発揮しつつ事業を行う機会を提供することにより我が国の経済の基盤を形成しているものであり、特に、多数の中小企業者が創意工夫

を生かして経営の向上を図るための事業活動を行うことを通じて、新たな産業を創出し、就業の機会を増大させ、市場における競争を促

進し、地域における経済の活性化を促進する等我が国経済の活力の維持及び強化に果たすべき重要な使命を有するものであることに

かんがみ、独立した中小企業者の自主的な努力が助長されることを旨とし、その経営の革新及び創業が促進され、その経営基盤が強

化され、並びに経済的社会的環境の変化への適応が円滑化されることにより、その多様で活力ある成長発展が図られなければならな

い。

２ 中小企業の多様で活力ある成長発展に当たつては、小規模企業が、地域の特色を生かした事業活動を行い、就業の機会を提供す

るなどして地域における経済の安定並びに地域住民の生活の向上及び交流の促進に寄与するとともに、創造的な事業活動を行い、新

たな産業を創出するなどして将来における我が国の経済及び社会の発展に寄与するという重要な意義を有するものであることに鑑み、

独立した小規模企業者の自主的な努力が助長されることを旨としてこれらの事業活動に資する事業環境が整備されることにより、小規

模企業の活力が最大限に発揮されなければならない。
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注 国立国会図書館 『調査と情報-Issue Brief- 』 No. 1155「中小企業の定義―概要と論点―」国立国会図書館 調査及び立法考査局
調査企画課 岡田 悟（令和３年７月27日） より抜粋。

中小企業の各国の定義
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資本金別法人数累計（令和元年度）（確定申告ベース）

注１ 総務省「令和元年度 道府県税の課税状況等に関する調」（18表）より作成。
注２ 法人数は、平成31年２月１日から令和２年１月31日までの間に決算を行った普通法人についての計数であり、収入金額課税法人（15,466社）は含まれて

いない。

資本金 法人数累計 累計割合

1億円超 21,307 0.8%
1億円以上 33,932 1.3%

5,000万円以上 97,183 3.7%
1,000万円超 357,308 13.7%

1,000万円以上 900,107 34.5%
300万円以上 2,125,683 81.6%

全法人 2,606,011 100.0%
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従業者数別法人数累計（平成28年経済センサス）

注 総務省・経済産業省「平成28年経済センサス-活動調査」（第１巻 事業所数及び従業者数に関する集計 第３表）より作成。

従業者数 法人数累計 累計割合
5,000人以上 636 0.03%
2,000人以上 2,011 0.11%
1,000人以上 4,465 0.24%
300人以上 18,690 1.00%
100人以上 62,683 3.34%
50人以上 127,573 6.80%
30人以上 214,778 11.44%
20人以上 324,265 17.27%
10人以上 616,223 32.82%
5人以上 1,061,585 56.54%
全法人 1,877,438 100.00%
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資本金以外に考えられる基準例

従業員数（中小企業基本法の中小企業者要件・海外の要件）

売上高（海外の要件）

総資産（海外の要件）

資本金等の額（法人事業税資本割の課税標準額）

所得金額（法人事業税所得割の課税標準額）

付加価値額（法人事業税付加価値割の課税標準額）

課税所得（過去３年平均）15億円超の法人（租税特別措置法上の対象外要件）

同一の大規模法人に発行済株式等の２分の１以上を所有されている法人（租税特別措置法上の対象外要件）

複数の大規模法人に発行済株式等の３分の２以上を所有されている法人（租税特別措置法上の対象外要件）

大法人（資本金５億円以上の法人、相互会社・外国相互会社、受託法人）の100％子法人（法人税法上の対

象外要件）

100％グループ内の複数の大法人に発行済株式等の全部を保有されている法人（法人税法上の対象外要件）

T0531421
テキスト ボックス
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過去の答申（政策減税-先端技術の開発・高性能製品の普及への支援-）

【政策減税-先端技術の開発・高性能製品の普及への支援-】（平成20年度答申 P.46）

〇 我が国は、石油危機以来、30％ を超える省エネを達成しており、GDP 当たりの
エネルギー消費量は世界で最も小さくなっている。これは、世界最高水準にある環境
技術と、その成果である低燃費・高効率製品の普及によるものである。
〇 我が国の目指すべきは、連続的なイノベーションを創出することにより、今後も
環境技術のトップランナーとして、世界の温暖化対策をリードするとともに、持続的
な経済成長を実現していくことである。
〇 こうした視点から、先端技術の開発促進やその成果である省エネ設備・システム
の普及促進を図るための税制支援についても、積極的に検討していくことが重要であ
る。
〇 なお、この場合の支援策については、最先端の技術・設備の導入を促進するため
の政策税制として行うものであることに鑑み、期間を限ることが適当である。
〇 また、産業育成・振興等の目的で設けられた法人税等の租税特別措置の中には、
環境の視点からは望ましくないものへの軽減措置もある。こうした措置については、
本来目的と環境負荷とを比較考量し、適時見直していくことが必要である。
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水素・燃料アンモニア産業（水素）成長戦略「工程表」

注 資源エネルギー庁「総合資源エネルギー調査会 第2回 」（令和４年４月18日）資料より抜粋
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水素・燃料アンモニア産業（燃料アンモニア）成長戦略「工程表」

注 資源エネルギー庁「総合資源エネルギー調査会 第2回 」（令和４年４月18日）資料より抜粋
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東京都水素ビジョン（概要）

注 東京都環境局「東京都水素ビジョン（概要）」（令和４年３月）より抜粋。
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脱炭素に向けた資金の調達方法

注 経済産業省・資源エネルギー庁「クリーンエネルギー戦略 中間整理」（令和４年５月13日）より抜粋。
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カーボンニュートラルに向けた税制

注 経済産業省「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」（令和３年６月）より抜粋。
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再生可能エネルギー発電設備に係る固定資産税の課税標準の特例

注 経済産業省「令和４年度（2022年度）経済産業関係 税制改正について」（令和３年12月）より抜粋。
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租税特別措置の適用実態調査

注 財務省「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」（令和４年１月）より抜粋。
36



諸外国の主な再エネ促進税制

注 環境省「税制全体のグリーン化推進検討会」（令和４年３月）資料より抜粋。
37



未来の東京戦略version up 2022（抜粋）

注 東京都政策企画局「未来の東京戦略version up 2022」（令和４年２月）より抜粋。
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経済財政運営と改革の基本方針 2022（抜粋）

（多極化された仮想空間へ）
より分散化され、信頼性を確保したインターネットの推進や、ブロックチェーン上でのデジ

タル資産の普及・拡大など、ユーザーが自らデータの管理や活用を行うことで、新しい価値
を創出する動きが広がっており、こうした分散型のデジタル社会の実現に向けて、必要な環
境整備を図る。

そのため、トラステッド・ウェブ（Trusted Web）の実現に向けた機能の詳細化や国際標準
化への取組を進める。また、ブロックチェーン技術を基盤とするＮＦＴやＤＡＯの利用等の
Web3.0の推進に向けた環境整備の検討を進める。さらに、メタバースも含めたコンテンツの
利用拡大に向け、2023 年通常国会での関連法案の提出を図る。Fintech の推進のため、
セキュリティトークン（デジタル証券）での資金調達に関する制度整備、暗号資産について
利用者保護に配慮した審査基準の緩和、決済手段としての経済機能に関する解釈指針の
作成などを行う。
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Web3.0と仮想空間の多極化

注 内閣官房「新しい資本主義実現会議（第６回）」（令和４年４月28日）より抜粋。
40



Web3.0の世界におけるサービス

注 内閣官房「新しい資本主義実現会議（第６回）」（令和４年４月28日）より抜粋。
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DAO（Decentralized Autonomous Organization, 分散型自律組織）

注 経済産業省「第30回 産業構造審議会総会」（令和４年５月19日）資料より抜粋。
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▶ 法人が事業年度終了の時において有する暗号資産（活発な市場が存在する暗号資産注２（市場暗号資産）)
については、時価法により評価した金額（時価評価金額」）をもってその時における評価額とする必要がある

▶ その市場暗号資産を自己の計算において有する場合には、その評価額と帳簿価額との差額（「評価損益」）

は、その事業年度の益金の額又は損金の額に算入する必要がある。また、この評価損益は翌事業年度で

洗替処理をすることになる。

〇 時価評価額の計算方法
時価評価金額は、暗号資産の種類ごとに次のいずれかにその暗号資産の数量を乗じて計算した金額とされている

価格等公表者によって公表されたその事業年度終了の日における市場暗号資産の最終の売買の価格（※１)

※１ 公表された同日における最終の売買の価格がない場合には、同日前の最終の売買の価格が公表された日でその事業年度終了 の日の最も近い日に

おけるその最終の売買の価格となる。

暗号資産に関する税制上の取扱い

暗号資産の期末時価評価

１

価格等公表者によって公表されたその事業年度終了の日における市場暗号資産の最終交換の比率×その交換比率により交換

される他の市場暗号資産に係る上記１の価格(※２）

※２ 公表された同日における最終の交換比率がない場合には、同日前の最終の交換比率が公表された日でその事業年度終了の日に最も近い日におけるその

最終の交換比率に、その交換比率により交換される他の市場暗号資産に係る上記①の価格を乗じた計算 した価格となる。

２

注１ 国税庁「暗号資産に関する税務上の取扱いについて（情報）22 暗号資産の期末時評価」（令和３年12月22日）より作成。
２ 活発な市場が存在する暗号資産とは、法人が保有する暗号資産のうち次の要件の全てに該当するものをいいます。

イ 継続的に売買価格等（※３）が公表され、かつ、その公表される売買価格等がその暗号資産の売買の価格又は交換の比率の決定に重要な影響を与えているものであること。
（※３）売買価格等とは、売買の価格又は他の暗号資産との交換の比率をいいます。

ロ 継続的に上記イの売買価格等の公表がされるために十分な数量及び頻度で取引が行われていること。
ハ 次の要件のいずれかに該当すること。
(ｲ) 上記イの売買価格等の公表がその法人以外の者によりされていること。
(ﾛ) 上記ロの取引が主としてその法人により自己の計算において行われた取引でないこと。
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ブロックチェーンの官民推進に関する提言（新経済連盟）

注 新経済連盟「ブロックチェーンの官民推進に関する提言 2021年度の政府方針等を踏まえたデジタルフレンドリーな社会に向けて」（令和３年10月）より抜粋。
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【地方法人課税の偏在是正措置】（令和３年度答申 P.23）

○ 国が偏在是正の名の下に講じてきた地方法人課税における国税化措置は、地方自治体の自
主財源である地方税を縮小するもの。また、法人が受けた行政サービスに応じて地方自治体が
課税・徴収する地方税を縮小し、それを財政調整の手段として応益関係のない他自治体に配分
することは、受益と負担の対応性を重視する地方税の原則に反する

○ こうした手法は、地方税の存在意義そのものを揺るがし、地方自治の根幹を脅かす行為に他
ならず、そのような偏在是正措置を行うべきではない

過去の答申（地方法人課税の「偏在是正措置」）
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地方法人課税の「偏在是正措置」（概要）

注 令和４年度東京都予算案等より作成
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地方法人課税の「偏在是正措置」等による東京都の影響額の推移

注１ 東京都財務局「国の不合理な措置に対する東京都の主張－地方消費税の清算基準の見直しに向けた反論－」等より作成。
２ 令和２年度までは決算額、令和３年度は補正後予算額、令和４年度は当初予算額による。
３ 端数処理の関係で合計と内訳が一致しない場合がある。
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法人事業税・法人住民税（法人税割）の偏在度（東京都シェア）の推移
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